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団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要 助成予定額（円）

一般社団法人
居住支援全国ネットワーク

鹿児島
県

能登半島地震の被災者が地域に住み続ける力を
育む居住支援事業
～能登半島地震で分断されたコミュニティの再生
と、住まい・しごと・くらしの一体的な復興支援に向
けて～

能登半島地震の
被災地

（石川県）

本事業では、被災者支援制度の狭間にある「在宅被災者」という潜在課題に焦点をあて、公的支援に繋げる
ための居住支援モデルを構築します。あわせて、単なる住宅支援に留まらず、そこに人が安心して住み続け
られるコミュニティを維持するため、住まい・しごと・支え合いが循環する地域コミュニティの再生を図ります。
具体的には以下の取組みを組合せて、被災し取り残された”人”と”地域”を両輪で支援します。
＜①在宅被災者支援＞
壊れたままの自宅で生活せざるを得ない在宅被災者の住宅を修繕し、訪問相談や見守りなどのソフト支援と
セットで生活再建をサポートする。
＜②生活再建相談＞
地域の被災者一人一人の状況に応じた相談支援・訪問支援を行い、孤立の防止と安心できる暮らしの継続
を支援する。
＜③地域コミュニティ再生＞
住宅の空白化によりコミュニティ機能が崩壊した地域で、住民が主体的に集まり支え合う力を高めるための場
や雇用の創出を支援する。
1.地域住民が集いつながる場や居場所、イベントの提供
2.地域の見守りネットワーク・支え合いの仕組みづくり
3.地域資源をいかした雇用創出、就労支援、緊急雇用継続支援
本事業により「在宅被災者」という課題に社会の目を向け、公的支援につなげる一歩とすると同時に、被災者
が住み慣れた地域に留まり安心して暮らし続けられるようなコミュニティを再生するロールモデルを構築する
ことを目指します。

277,723,600

特定非営利活動法人
福岡災害レジリエンス研究室

〈コンソーシアム申請〉
一般社団法人
Anchor

福岡県

令和7年8月大雨 在宅被災者アウトリーチ連携事
業
～行政・社協・NPOが協働し、必要な支援へつなぐ
～

熊本県・福岡県
（災害救助法適
用市町を主対象
とするが、適用外
の市町も含む。）

本事業は、令和7年8月の大雨で支援が届きにくい在宅被災者を対象に、将来的な受援力の向上を念頭に被
災者自身による再建の動きを支える「支援体制の立て直し」を行います。市町行政・社協・NPO・地域住民が
協働し、相談窓口を設置する。戸別訪問→再訪のアウトリーチで困りごとを発見し、支援策を実行します。ま
た、支援制度の手続き、応急修理、家屋の泥出し・乾燥・カビ対策・修繕・重機作業といった住環境の改善、心
身の不調への対応、必要に応じて医療・介護・法律等の専門職へつなぎます。こうした困りごとのある世帯に
対して、必要な支援につなぎ、抜け漏れを防ぐ災害ケースマネジメントを実施することで、支援漏れや孤立の
リスクを減らし、被災者の健康と暮らしの安定をはかります。最終的に、在宅被災者の被害状況を継続的に
把握し、孤立や取り残しを生まない地域支援のあり方を地域ぐるみで築いていきます。

【活動】
①地域連携と相談窓口の設置
市町村・社協・地域住民・実行団体等が連携し、相談窓口を設置します。定例会議を通じて、一次支援から二
次支援への円滑な引き継ぎを行い、被災状況を「見える化」します。
②アウトリーチと支援の実施
戸別訪問と再訪で被災者の困りごとを把握し、関係者間で共有。住環境の改善を進めながら、継続的な見守
りや傾聴を通じて、必要に応じて医療・介護・法律などの専門支援へつなげ、被災者の孤立と支援漏れを防ぎ
ます。

56,133,000

※各団体の申請書類より作成。
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